
真庭市

水道事業

平成29年3月

平成29年度～平成38年度

１.事業概要

（1）事業の現況

　　①給水

327.65 （類型A6）

　　②施設

水源 ■表流水 , □ダム , ■伏流水 , ■地下水 , □その他 （複数選択可）

5施設

32ヶ所

　　③料金

法適（全部・財務）
・非適の区分

公営企業法適用
（全部適用）

現在給水人口 20,532人

有収水量密度（㎥/ha）

真庭市水道事業経営戦略

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

供用開始年月日 昭和30年4月23日 計画給水人口 20,500人

施設能力（㎥/日) 12,585㎥ 施設利用率 59.01%

施設数
浄水場設置数

管路延長 302㎞
配水池設置数

料金体系の概要・考え方

　平成17年の合併時には3種類であった料金体系を平成28年4月をもって市
内統一料金となっています。
　現在の水道料金は、平成23年度決算をベースに日本水道協会発刊の水道
料金算定要領に基づき、収支均衡が図れるよう水道料金の設定をしていま
したが、節水機器の普及、人口減少や生活スタイルの変更などの影響によ
り使用水量が減り、収支均衡が保たれていない状態です。
　水道料金は、2カ月で基本料金が16㎥まで2,600円で16㎥を超えた場合に
は1㎥当たり210円の超過料金となっています。その他にメーター使用料と
消費税を加えて計算する従量制になっています。

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

平成28年4月1日

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　　④組織

職員数 14名 （うち臨時職員2名）

水道技術管理者

管理班 6

① 1 工務班 1

経理班 6（うち臨時2名）

各振興局

地域振興課長 ④

北房・美甘・湯原・蒜山

　（２）これまでの主な経営健全化の取組

管理班 ④

※水道課職員は、併任辞令により水道事業並びに簡易水道事業の業務が出来ることとなっ
ており、水道事業と簡易水道事業の両方を含む職員数で掲載しています。

　水道料金の改定により住民の負担軽減を図ることで、全戸加入を目指し加入促進を行っていくととも
に、水道料金の滞納も多くあるため、滞納整理に向け訪問の強化をさらに行い、また給水停止措置など
を講じ、未収金解消に向けて取り組んでいます。

　また、企業の誘致により水量が増加している施設もあり、余剰能力を有効に活用しています。

　平成20年・21年と地方債償還金の繰上償還を行ったことにより、平成24年度をピークに地方債償還額
は減少される見込みではあるが、有収率が悪く漏水により無効・無収水量があるため、施設に係る薬品
費や動力費などの経費が増大となっています。老朽管などの漏水している水道管の改良を計画的に行う
とともに、漏水調査を行うことにより無効や無収水量を抑え経費の削減を行っています。

平成28年4月1日現在

建設部長 水道課長

　平成23年度には、西河内簡易水道を水道事業に統合を行っています。

　また、職員数については合併時の平成17年度では19人でしたが現在12人となっています。（水道事業
と簡易水道事業の合計）

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　（３）経営比較分析表を活用した現状分析

　別紙1のとおり

２．将来の事業環境

　（１）給水人口、水需要の予測及び料金収入の見通し

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室
長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　人口は、国立社会保障人口問題研究所の推計を参考にコーフォート法により真庭市総合計画の人口フ
レームから給水人口を推計しています。平成17年度には給水人口が20,692人であったが、平成27年度に
は20,532人となり、平成38年度には19,802人となる見込みで減少傾向が続くと思われます。
　水需要は、水道メーターの口径25㎜以下と30㎜以上で受益戸数の変動と使用水量の分析を行い、推計
しています。平成17年度の有収水量は2,104千㎥であったが、平成27年度には2,195千㎥と増加しました
が、平成38年度には2,178千㎥となる見込みで平成39年以降も減少傾向が続くと思われます。
　料金収入は、水需要予測により将来予測を現行の水道料金で見込んでいます。平成17年度には水道料
金が489,179千円であったが、平成27年度には478,464千円となり、平成38年度には450,397千円となる
見込みで減少傾向が続くと思われます。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.29 0.91 1.32 0.39 0.95

平均値 0.79 0.78 0.67 0.67 0.66

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 111.95 113.60 106.46 110.06 106.62

平均値 108.96 107.37 107.57 106.55 110.01

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 36.81 37.86 38.60 39.18 51.47

平均値 36.21 37.09 38.07 39.06 46.66

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 7.23 7.31 6.21 6.43 7.96

平均値 6.46 6.63 7.73 8.87 9.85

①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　（２）施設の見通し

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　（３）組織の見通し

　水道事業の施設は、浄水場5施設、配水池32カ所で管路延長は302㎞になっています。事業投資やラン
ニングコスト等の費用対効果を考慮し、管理運営を行っています。整備年度及び管路延長等は下記のと
おり。

・西原浄水場
　急速ろ過方式、取水…表流水、前処理…PAC、後処理…活性炭・苛性ソーダ・塩素・消石灰・炭酸ガ
ス・PAC
　西原配水池1池V=1,400㎥、市瀬配水池1池V=500㎥、西河内低区配水池2池V=190㎥、西河内高区第1配
水池2池V=179㎥、西河内高区第2配水池1池V=78㎥、古見配水池2池V=200㎥、宮の上配水池2池V=141㎥、
友近配水池2池V=326㎥、時信配水池2池V=79㎥、王子配水池2池V=125㎥、西谷配水池2池V=48㎥、東谷配
水池2池V=64㎥、下見配水池兼ポンプ所2池V=70㎥、下見上配水池兼ポンプ所1池V=5㎥、旦土配水池2池
V=127㎥、吉第2配水池兼ポンプ所2池V=44㎥、胡麻田配水池2池V=132㎥、高茂配水池2池V=8㎥、真賀配
水池2池V=60㎥、友近調整池1池V=8㎥、篠平調整池1池V=3㎥

・久世浄水場
　緩速ろ過方式、取水…表流水・井戸、後処理…塩素
　黒尾配水池2池V=588㎥、目木配水池2池V=176㎥、ライラック配水池2池V=70㎥、中原配水池兼ポンプ
所2池V=180㎥、大内原配水池2池V=313㎥

・草加部浄水場
　急速ろ過方式、取水…井戸、後処理…塩素・爆気
　惣配水池1池V=1,000㎥、富尾配水池2池V=84㎥、草加部配水池2池V=118㎥

・城内浄水場
　緩速ろ過方式、取水…表流水、後処理…塩素
　城山配水池2池V=850㎥、布組配水池2池V=93㎥、組配水池2池V=164㎥

・江川浄水場
　緩速ろ過方式、取水…井戸、後処理…塩素
　江川配水池1池V=617㎥、福谷配水池2池V=72㎥

平成30年4月より、西河内第2浄水場（日最大1,379㎥）が稼働する予定となっています。

　行政改革による職員数の削減、技術系職員の不足及び水道施設管理に精通した経験豊富なベテラン職
員の定年退職などで水道事業の経営・技術など運営能力は低下しており、人口減少や高齢化による水道
料金収入の減収などへの対応や経営力や施設管理ノウハウの継承が困難になっています。９町村が合併
して誕生した真庭市は広域都市で、広い面積の中に水道施設が点在しており非効率的で、日常の施設管
理、水道施設事故による緊急時の対応、老朽施設の更新、運営経費の削減及び財源確保などを考えると
今の体制では限界があります。このため、水道事業を恒久的に運営できるよう官民が連携して対応する
仕組みづくりを検討していきます。

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

　（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙2のとおり

　（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　　①収支計画のうち投資についての説明

事業計画

　耐震化による対応は、鋳鉄管を埋設した場合には多大な事業費となってしまいますが、今後、新素材
のポリエチレン管で事業を実施することにより、安価に事業実施出来るようになります。しかし、地震
の際の液状化と漏水調査の方法が確立されておらず、新技術の発明が待たれます。

　施設の統廃合は、投資と維持管理費など費用対効果を考慮し実施していきます。

　水の安定的な供給を公営企業として取り組み、市民の快適な住環境が提供できるよう事業経営を行い
ます。

　将来、水道事業と簡易水道事業が統合する予定になっており、両事業を併せた事業費の平準化を図り
つつ、事業の必要性や緊急性を重視し、費用対効果が上がるよう実施していきます。事業の財源内訳は
下記のとおり。

目標
財政的な面も考慮しながら、優先順位により老朽管改良事業を行い、有収率の向上を図
ります。

　施設新設及び更新需要額を必要に応じて各年度の更新需要を前後させて投資額を平準化させていま
す。また、出来る限り長期的な水需要予測などに基づく需給ギャップを検証した上で、口径のスペック
ダウンなどを検討し、経済性の優れた管を採用して合理化を図ります。

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　　②収支計画のうち財源についての説明

　　③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　委託料では、複数年契約を行うことにより経費節減を行っています。

　（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　　①投資について検討状況等

目標
中山間部で水道運営は効率が悪いため、有益な補助金・交付金及び交付税の制度を活用
し安定した運営を図ります。

　今後資金不足が見込まれることから、補助金の有効活用で運営できるよう財政シュミレーションを行
い、現行の水道料金を出来るだけ維持し、極力、基準外繰入金に依存しないようにしていきます。

　今後、財政シュミレーションにより、現行の水道料金が維持できるよう経費削減を行い、効率的な経
営を行うことで現行の水道料金を出来るだけ据え置いていきますが、長期的な視点でその時代にあった
適切な水道料金体系の在り方を検討する必要があります。

　修繕料では、漏水が多い管路については水道管の耐用年数内でも予算の範囲内で修繕でなく、改良工
事で実施していくことにしています。

施設・設備の合理化
（スペックダウン）

新技術の導入などを含め、安定運営が出来るよう検討してい
きます。

施設・設備の長寿命化等の
投資の平準化

新技術の導入などを含め、安定運営が出来るよう検討してい
きます。

広域化
岡山県が実施する広域化の協議に参加し、広義に検討してい
きます。

　動力費では、効果的な経費の節減対策がありません。

　職員給与費では、人事院勧告により改定を行っています。

民間の資金・ノウハウ等の活用
先進地事例や人材ネット事業を活用し、新たな取り組みを検
討していきます。

施設・設備の廃止・統合
（ダウンサイジング）

一部実施しているが、有効な施設統合を検討していきます。

その他の取組

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500
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　　②財源について検討状況等

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

　　③投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

資産の有効活用等（*2）
による収入増加の取組

遊休資産の有効活用を検討していきます。

その他の取組

委託料 その時代とニーズに合わせ検討していきます。

料金
現行の水道料金を出来るだけ据え置いていきますが、長期的
取り組みとして財政シュミレーションを行いながら、その時
代にあった料金体系を検討していきます。

企業債
投資の平準化を行うことで企業債等の償還金も平準化させ安
定的な運営を検討していきます。

繰入金 極力、基準外繰入金に依存しないよう運営していきます。

その他の取組

経営戦略の事後検証、
更新等に関する事項

原則5年ごとで更新していきますが、水道事業を取り巻く環境
が大きく変わればその都度行います。
進捗管理は、毎年度ＣＡＰＤ（評価→改善→計画→実行）サ
イクルで無駄なく質の高い行政執行に努めていきます。

修繕費 その時代とニーズに合わせ検討していきます。

動力費 その時代とニーズに合わせ検討していきます。

職員給与費 その時代とニーズに合わせ検討していきます。

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

58.59 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 48,544 828.53

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で
配水管の口径や配水池の標高が同じような場合に
は、水の融通を行いながら、効率的な運営を行って
いる。しかし、一部では起伏の激しい簡水地区を統
合しており、ポンプで配水池へ送水しているため、
莫大な整備費用や維持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく106.62%であり、経
営努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を
図っており1,685.88%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減
り、931.5%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、86.07%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多
い状況であったため、253.47円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成26年度は大きな漏水もなく、施設利用率も
55.42%と横ばいで有収率も83.55%と増加している。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

311.75 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 44.55 43.05 4,190 20,753 66.57

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で
老朽管改良を優先順位により順次行っていくように
している。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加した
ため51.47%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行
いながら管路の更新を行っており、経年化率は
7.96%で更新率は0.96%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを
導入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故
防止作業を行っているところであるが、人員削減と
なる中で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困
難になっている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適
正化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく
必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.03】 【0.81】 【264.16】 【283.72】

【89.78】【59.80】【164.21】【104.60】

【46.31】 【12.42】 【0.78】

水道事業 (単位：m)

種類 設置年度 改良年度 経過年 管路総延長
40年以上
の管延長

老朽化率

水道事業 S31 61年 301,919 22,519 7.46%

配水池数 32カ所

管路延長 302㎞

水道事業

浄水場数 5施設

H2７（実績） H28（見込） H29(予算） H30 H31 H32

上水債 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000

一般財源 40,196 330,000 398,000 4,000 4,000 4,000

事業費計 158,196 630,000 718,000 144,000 240,000 134,000

H33 H34 H35 H36 H37 H38

上水債 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

一般 4,000 4,000 4,500 7,500 7,500 7,500

事業費計 294,000 114,000 92,200 157,500 157,500 157,500

8 / 8 



別紙1 

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　安心安全な水道水の供給のため、監視システムを導
入し、水質事故や断水とならないよう事前に事故防止
作業を行っているところであるが、人員削減となる中
で水道技術者が少なくなり、技術の伝承が困難になっ
ている。
　また、収支状況を明確にしたうえで歳入歳出の適正
化を図り、経営戦略を立て事業運営を行っていく必要
がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　投資効果が最大限発揮できるよう予算の範囲内で老
朽管改良を優先順位により順次行っていくようにして
いる。
①有形固定資産減価償却率
　みなし償却の廃止に伴い、減価償却費が増加したた
め53.57%となっている。
②管路経年化率、③管路更新率
　様々な事業と連携し、事業費を軽減した事業を行い
ながら管路の更新を行っており、経年化率は9.09%で更
新率は0.22%となっている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

308.43 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 45.58 43.25 4,266 20,532 66.57

　真庭市の水道事業は、隣接した合併前の旧町村で配
水管の口径や配水池の標高が同じような場合には、水
の融通を行いながら、効率的な運営を行っている。し
かし、一部では起伏の激しい簡水地区を統合し、ポン
プで配水池へ送水しているため、莫大な整備費用や維
持費用が必要となっている。

①収益的収支比率
　過去に100%を割ることがなく113.98%であり、経営
努力を行っている。
③流動比率
　預金の目減りを抑制するため、起債額の抑制を図っ
ており446.94%となっている。
④企業債残高対給水収益比率
　地理的要因により整備費が高くなり、起債総額が多
い状況であるが、起債の繰上償還により残高が減り、
868.17%となっている。
⑤料金回収率
　平成28年度に市内の料金統一を行うこととしてお
り、93.48%となっている。
⑥給水原価
　地理的要因により整備費が高くなり起債償還が多い
状況であったため、233.18円となっている。
⑦施設利用率、⑧有収率
　平成27年度は漏水事故や寒波の影響があり、施設利
用率が59.01%と増加し、有収率も80.77%と悪化となっ
ている。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

57.72 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km 2) 給水人口密度(人/km 2) －

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 47,820 828.53

経営比較分析表
岡山県　真庭市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km 2) 人口密度(人/km 2)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.91 1.32 0.39 0.95 0.22

平均値 0.78 0.67 0.67 0.66 0.99

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 113.60 106.46 110.06 106.62 113.98

平均値 107.37 107.57 106.55 110.01 111.21

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 37.86 38.60 39.18 51.47 53.57

平均値 37.09 38.07 39.06 46.66 47.46

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 7.31 6.21 6.43 7.96 9.09

平均値 6.63 7.73 8.87 9.85 9.71

①経常収支比率(％)

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 8.50 9.34 9.56 2.80 1.93

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 3,360.11 1,241.81 2,591.72 1,685.88 446.94

平均値 995.50 915.50 963.24 381.53 391.54

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 951.36 976.36 968.44 931.50 868.17

平均値 414.59 404.78 400.38 393.27 386.97

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 87.64 80.39 85.88 86.07 93.48

平均値 97.71 98.07 96.56 100.47 101.72

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 263.65 276.21 259.12 253.47 233.18

平均値 173.56 172.26 177.14 169.82 168.20

52.00

53.00

54.00

55.00

56.00

57.00

58.00

59.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 56.62 56.05 55.41 55.42 59.01

平均値 55.84 55.68 55.64 55.13 54.77

79.00

79.50

80.00

80.50

81.00

81.50

82.00

82.50

83.00

83.50

84.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 83.00 83.22 83.51 83.55 80.77

平均値 83.11 83.18 83.09 83.00 82.89

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.56】 【0.87】 【262.74】 【276.38】

【89.95】【59.76】【163.72】【104.99】

【47.18】 【13.18】 【1.06】



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 別紙2

（単位：千円.％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決算見込）

１． (A) 469,445 484,012 455,555 454,727 454,924 454,632 454,580 454,561 454,363 454,223 454,103 453,943 453,793
(1) 463,970 478,464 451,498 451,028 451,544 451,250 451,196 451,175 450,975 450,833 450,711 450,549 450,397
(2) (B)
(3) 5,475 5,548 4,057 3,699 3,380 3,382 3,384 3,386 3,388 3,390 3,392 3,394 3,396
２． 199,037 203,523 183,170 174,126 165,379 219,497 191,889 152,294 138,825 204,881 229,398 210,422 211,577
(1) 93,777 94,791 78,452 80,964 72,756 127,645 111,226 73,809 60,594 130,292 160,185 167,151 169,672

93,777 94,791 78,452 80,964 72,756 127,645 111,226 73,809 60,594 130,292 160,185 167,151 169,672

(2) 105,260 108,732 104,718 93,162 92,623 91,852 80,663 78,485 78,231 74,589 69,213 43,271 41,905
(C) 668,482 687,535 638,725 628,853 620,303 674,129 646,469 606,855 593,188 659,104 683,501 664,365 665,370

１． 514,326 499,132 496,802 479,989 507,342 479,612 482,302 479,832 479,949 463,348 414,363 408,951 412,860
(1) 47,638 46,383 47,277 48,818 49,306 49,799 50,297 50,800 51,308 51,821 52,339 52,862 53,391

21,782 20,781 20,957 21,402 21,616 21,832 22,050 22,271 22,494 22,719 22,946 23,175 23,407

25,856 25,602 26,320 27,416 27,690 27,967 28,247 28,529 28,814 29,102 29,393 29,687 29,984
(2) 149,063 139,779 136,725 147,964 147,749 149,106 149,306 148,611 152,416 147,626 147,565 147,663 148,071

39,969 39,843 41,602 41,569 48,771 48,935 49,151 49,379 52,647 51,553 51,527 51,501 51,709
52,768 39,521 28,697 31,367 28,831 29,898 29,971 30,045 30,119 30,168 30,242 30,335 30,403
6,478 4,562 5,747 9,789 4,020 3,912 3,544 2,296 1,951 1,558 1,161 934 731

49,848 55,853 60,679 65,239 66,127 66,361 66,640 66,891 67,699 64,347 64,635 64,893 65,228
(3) 317,625 312,970 312,800 283,207 310,287 280,707 282,699 280,421 276,225 263,901 214,459 208,426 211,398
２． 112,663 101,898 101,915 91,234 81,890 74,115 67,267 59,748 52,328 44,527 36,802 29,728 24,047
(1) 107,387 100,218 93,915 89,234 78,477 71,196 64,065 56,625 49,163 41,422 33,651 26,592 20,908
(2) 5,276 1,680 8,000 2,000 3,413 2,919 3,202 3,123 3,165 3,105 3,151 3,136 3,139

(D) 626,989 601,030 598,717 571,223 589,232 553,727 549,569 539,579 532,277 507,875 451,164 438,679 436,908
(C)-(D) (E) 41,493 86,505 40,008 57,630 31,072 120,402 96,900 67,275 60,910 151,229 232,337 225,685 228,463

(F)
(G) 19,712 592 788 926 926 926 926 926 926 926 926 926 926

(F)-(G) (H) -19,712 -592 -788 -926 -926 -926 -926 -926 -926 -926 -926 -926 -926
21,781 85,913 39,220 56,704 30,146 119,476 95,974 66,349 59,984 150,303 231,411 224,759 227,537

(I)
(J) 1,829,800 1,828,435 1,689,802 1,499,152 972,717 973,069 955,668 901,341 831,810 839,260 887,328 986,752 1,124,799

109,014 66,260 84,802 101,725 81,943 80,550 79,180 77,834 76,511 75,210 73,932 72,675 71,439
(K) 108,537 409,098 470,292 641,018 391,802 456,821 445,228 501,287 397,428 377,757 371,316 339,793 334,095

104,559 117,194 174,666 346,166 95,533 153,189 134,469 185,703 77,760 64,738 103,977 104,036 104,095
( I )

(A)-(B)

(L)

(A)-(B) (M) 469,445 484,012 455,555 454,727 454,924 454,632 454,580 454,561 454,363 454,223 454,103 453,943 453,793

(N)
(O)
(P)健全化法施行令第17条により算定した事業の規模

健全化法第22条により算定した資金不足比率 ((N)／(P)×100)

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益
地方財政法による資金不足比率 ((L)／(M)×100)
健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額
健全化法施行規則第6条に規定する解消可能資金不足額

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

経 常 損 益
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用
支 払 利 息

収

益

的

収

支

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

そ の 他
支 出 計

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

投資・財政計画
（収支計画）

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 別紙2

（単位：千円.％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決算見込）
平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

投資・財政計画
（収支計画）

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

１． 20,800 118,000 300,000 320,000 140,000 236,000 130,000 290,000 110,000 87,700 150,000 150,000 150,000

２．

３． 2,160 503 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

４．

５．

６．

７．

８． 5,330 7,160 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

９． 58,698 15,759

(A) 86,988 141,422 303,200 323,200 143,200 239,200 133,200 293,200 113,200 90,900 153,200 153,200 153,200

(B)

(A)-(B) (C) 86,988 141,422 303,200 323,200 143,200 239,200 133,200 293,200 113,200 90,900 153,200 153,200 153,200

１． 129,470 179,133 669,746 722,655 159,223 255,316 149,410 309,505 129,601 107,898 173,295 173,394 173,492

7,128 7,860 8,579 9,099 9,190 9,282 9,375 9,469 9,564 9,660 9,756 9,854 9,952

２． 278,935 286,025 288,426 292,092 291,167 296,268 303,632 310,759 315,584 319,668 313,019 267,339 235,757

３．

４．

５．

(D) 408,405 465,158 958,172 1,014,747 450,390 551,584 453,042 620,264 445,185 427,566 486,314 440,733 409,249

 (D)-(C) (E) 321,417 323,736 654,972 691,547 307,190 312,384 319,842 327,064 331,985 336,666 333,114 287,533 256,049

１． 317,331 315,457 628,182 662,641 300,821 302,172 313,866 314,684 326,801 332,351 326,183 280,598 249,109

２．

３．

４． 4,086 8,279 26,790 28,906 6,369 10,212 5,976 12,380 5,184 4,315 6,931 6,935 6,940

(F) 321,417 323,736 654,972 691,547 307,190 312,384 319,842 327,064 331,985 336,666 333,114 287,533 256,049

(G)

(H) 4,322,221 4,154,196 4,346,770 4,374,678 4,223,511 4,163,243 3,989,611 3,968,852 3,763,268 3,531,300 3,368,281 3,250,942 3,165,185

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決算見込）

101,103 102,811 101,491 89,538 83,251 138,143 121,726 84,310 71,097 140,798 170,693 170,157 172,680
101,103 102,811 101,491 89,538 83,251 58,102 10,500 10,501 10,503 10,506 10,508 3,006 3,008

80,041 111,226 73,809 60,594 130,292 160,185 167,151 169,672
2,160 503 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
2,160 503 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

補 て ん 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 現 在 高

（単位：千円.％）

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

資本的収入額が資本的支出額に不足する
額補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額
純 計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

うち資本費平準化債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金


